




























































































































































































































































































































































示す割合が 1960 年代から 80 年代半ばに比べ、



































図表 1 世界 106 か国における全輸出と域内・非域内取引への分解 
 
注：1960=100 とした指数 
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ニア（2 か国）、アジア（日本を含む 15 か国）、
20 
 
図表 2 全輸出に占める域内・非域内取引の比率 
世界 106 か国 
 
アジア 15 か国 
 
注：白部分が域内貿易の割合、シャドー部分が非域内貿易の割合。 

























1960 1970 1980 1990 2000 2010
図表 2　全輸出に占める域内・非域内取引の比率
注：白部分が域内貿易の割合、シャドー部分が非域内貿易の割合。




か国）の 7 地域に区分される（詳細は Hirata, 























生産（産出）Y、消費 C、投資 I の 3 変数に関
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ここで、fGlobalは経済変数に対してグローバルに影響を与える要素、すなわち、グ
                                                   
2 より詳細な邦語での説明は平田(2012)参照のこと。 
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 より具体的なモデルの説明を行う。各国には生産(産出)Y、消費 C、投資 I の 3
変数に関す 3 本の方程式が組まれる3。そして、各変数はグローバル項(Global)、
地域 Regional)、各国固有項(Cou t y)、残差部分(Idiosyncratic)に分解できる
ものとする。例えば、米国に関しては以下のような式となる。 
Y ��� � �������� � ����� ����� � ���� ���� � ������  
C ��� � �������� � ����� ����� � ���� ���� � ������  
I ��� � ����� �� ����� � ����� ����� � ���� ���� � ������  
ここで、fGlobalは経済変数に対してグローバルに影響を与える要素、すなわち、グ
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こではグローバルな要因、地域的な要因、各国固有の要因、その他 要因の 4 つに
分類されると仮定する。 
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図表 3 アジア域内における国際資金取引と G7 からアジアへの資金流入 
 
注：Within in EA は新興アジア域内での国際資金取引、From G7 to EA は G7 から新興アジア
域内への資金流入を示す。2001=100 とした指数。詳細は Hirata and Kim (2015)参照。 
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図表 3　 ジア域内における国際資金取引とG7からアジアへの資
注： Within in EA は新興アジア域内での国際資金取引、From G7 to EA は G7 から新興アジ
ア域内への資金流入を示す。2001年=100とした指数。詳細はHirata and Kim (2015)参照。



























































































































米国の消費の場合はファクターロ ディング CUSb が伴い、各国固有項となる。そし




も行い、合計で 106×3＝318 本の方程式（ファクター数は、グロ バルファクター









の国々に対しても行い、合計で 106 × 3 ＝ 318
本の方程式（ファクター数は、グローバルファ
クター f Global １個、地域ファクターは f NA など



















tf L f u    
ここで、 tu は i.i.d.のイノベーションであり、すべてのファクターローディングと
φ(L)は互いに独立とする。このモデルは、Kose, Otrok, and Whiteman (2003) と
同様にベイジアン MCMC 推定される。推定は全期間を通して行うことに加え、1960
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tf L f u    
ここで、 tu は i.i.d.のイノベーションであり、すべてのファクターローディングと
φ(L)は互いに独立とする。このモデルは、Kose, Otrok, and Whiteman (2003) と
同様にベイジアン MCMC 推定される。推定は全期間を通して行うことに加え、1960
年～1984 年、1985 年～2010 年の二期間についてそれぞれ行った。 
 
3．2．分析結果 
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1961 64 67 70 73 76 79 82 85 88 91 94 97 2000 3 6 9

















合は過去 50 年で 2 倍の約 55％に拡大した一方、
ラテンアメリカは約 25％にとどまっている





世界 108 か国 アジア 15 か国 ラ米 22 か国
1960-1984 1985-2010 1960-1984 1985-2010 1960-1984 1985-2010
生産 13.40 9.16 11.45 5.08 14.53 6.55
消費 10.57 6.49 9.84 2.21 10.23 3.40
投資 6.12 8.58 6.23 5.11 5.63 5.89
地域項
世界 108 か国 アジア 15 か国 ラ米 22 か国
1960-1984 1985-2010 1960-1984 1985-2010 1960-1984 1985-2010
生産 10.68 19.46 7.71 32.49 16.41 14.55
消費 8.24 13.85 7.13 24.18 11.18 10.27
投資 9.55 15.72 7.60 26.29 11.39 12.12
24 
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��� � ∑ �����������
�����
���   
ここで、����と����は j 国と k 国(k 国は j 国以外の域内諸国)の輸出と輸入であり、
�� は域内全ての国との j 国の輸出入をｊ国の名目ＧＤＰで除した指標である。金
融取引については、ポートフォリオ取引について、同様の指標を計算する。 
                                                   
4 日本については、通貨危機の時期にアジア地域の需要減の影響を受けた。また、当該時期は
銀行や証券会社の破綻や経営危機が表面化したいわゆる金融危機の時期に相当する(中村・永
江・鈴木, 2009 などを参照)。 
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ここで、����は j 国から k 国へのポートフォリオ投資額である。 
 図表 9 は貿易とポートフォリオ投資について、それぞれ各国の��� と地域項の分
散分解、��� と地域項の分散分解について散布図を描いており、地域での波及経路
のパイプが太いと、より地域共通の景気連動の影響を受ける度合いが強いことが示
唆されている。地域項の分散分解と貿易については 1985 年から 2010 年の平均値、
















                                                   
5 Imbs (2006)は同時方程式体系を想定した典型的な分析例である。ただし、この分析では推定
モデルの左辺には各国間の相関係数が用いられている。 
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0.000% 0.002% 0.004% 0.006% 0.008% 0.010% 0.012% 0.014%
図表 9　アジア域内の二国間取引と地域ファクター
注： 各国の地域ファクター ( 縦軸 ) と当該国とアジア域内国との総取引 ( 貿易なら輸出＋輸入、ポー
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